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研究成果の概要（和文）： 

本研究においては、近年の急速な経済活動の国際化に伴い問題化しつつあるアジア

太平洋地域における、環境負荷の移動、環境政策の相互影響、環境運動の交流などに

ついて、一方で包括的にその時系列的、空間的な流れを解明する「環境総合年表」(す

いれん舎刊)を作成し、もう一方で、その個別性と普遍性を考察する定性的比較研究

(日本、韓国、中国、台湾、インド、米国等)を進め、研究成果報告書を刊行した。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 Recent rapid globalization of economy has entailed trans-regional problems such as 
international transfer of environmental burdens and, accordingly, promoted interregional 
mutual influences on environmental policies and environmental movements. In this research, 
we compiled “A Comprehensive Environmental Chronicle” in order to analyze their time 
sequences and spatial relationships comprehensively, on the one hand. And we edited the 
report of our qualitative comparative studies in Japan, Korea, China, Taiwan, India, and 
the U.S., to examine the specificity and the universality, on the other. 
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１．研究開始当初の背景 
 日本における環境社会学研究は、高度経済

成長期以来の産業公害、大規模開発問題、都

市・生活型公害、食料農業問題等と、それら

に対する住民・市民運動、消費者運動等の展

開を対象として、主として地域や自治体レベ

ルにおける中範囲の調査研究を中心として形

成、蓄積されてきた。また、国内における調

査研究と平行して、日本からのいわゆる「公

害輸出」のような環境負荷の海外への転嫁、

途上国の食料や森林資源の収奪、環境NPOによ

る国際的環境協力等の展開を契機として、海
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外、とりわけ日本との経済関係の深い東アジ

アやその周辺のアジア太平洋地域における環

境問題や環境運動の展開に関する調査研究も、

1980年代以降多方面で取り組まれてきた。本

研究の代表者、分担者らの多くも、そうした

環境社会学的研究に長年取り組んできた研究

者である。 

近年、これらの圏域における新興産業社会

の急成長、経済関係の深化、資源や環境負荷

の移動の増大、環境運動・NPOの相互交流の進

展等に伴って、これまでの「点」ないし限ら

れた範囲の地域を対象とした研究を、よりリ

ージョナルないしグローバルな圏域の中で関

係づけたり、普遍的な要素と個別的な側面を

分節化したり、それらの時系列的な展開を分

析するなど、総合化、相対化し、比較分析を

していく方向づけが同時に強く求められるに

いたったといえる。より具体的にいえば、タ

テ軸にさまざまな社会の環境問題、環境運動、

環境政策の時系列的な展開を整序し、ヨコ軸

に環境問題の分野や領域、変化が生じた地域

や国別に係争点や問題の経緯を整理すれば、

資源や環境負荷の移動、環境運動や政策形成

の伝播や相互的な影響等を立体的かつ動態的

に記述することが可能になるのである。 

 研究代表者および分担者の多くは、これに

先立つ4年間の科研費による研究(「日本およ

びアジア・太平洋地域における環境問題と環

境問題調査史の総合的研究」、研究代表者:富

士常葉大学・帆足養右、課題番号:15330111)

の中で、日本の環境問題史とその社会調査史、

およびアジア太平洋地域の各国のそれらを、

故飯島伸子氏(環境社会学会初代会長、2001

年逝去)が遺された膨大な調査研究資料の整

理・分析、およびそれと各研究者の研究分野

との突合せ等を通じて行ってきた。その中で

明らかになり、研究の新たな展開の必要性を

感じさせたのは、以下のような諸点である。 

第1に、日本の環境社会学の黎明期ともいう

べき、1960年代の、多くは産業公害に起因す

る生活破壊や地域社会の荒廃は、おおむね国

内ないし地域内の産業推進政策、環境政策、

住民運動等の、社会的公正や生活者の論理を

めぐる新たな社会問題の顕在化に焦点を当て

た。こうした日本社会の経験は、同じく後発

の産業社会として国家主導的な急激な産業か

を体験した多くのアジア諸国にも、相当程度

共通する。あるいは、西欧的バックグラウン

ドを持つアメリカやオーストラリア社会にお

いても、近年の「環境正義(反環境人種差別)」

運動や先住民の環境運動において、地域生活

や社会正義の問題が大きく取り上げられるに

いたっている。こうした点で、飯島氏の「被

害構造論」をはじめとする日本の環境社会学

の分析視角は、相当程度普遍性を持つ。 

 第2に、それにもかかわらず、環境問題の問

題化、争点化の仕方、社会的対立軸、担い手

等は、各社会でかなり異なった様相を示す。

その理由の1つは、各社会の政治文化や民主化

の経緯といった歴史的背景の差にあるが、も

う1つの理由として、産業化や環境問題の生起

をめぐる、経済的相互依存度を急速に高めつ

つある日本およびアジア・太平洋地域の相互

関係の増大があげられる。日本やアメリカか

らの、いわゆる「公害輸出」や後発諸国から

の熱帯材、食料等の資源の収奪的な移動等が

それである。 

第3に、こうした環境問題の相互関係の増大

に対応して、環境運動・NPO・NGOの国際的な

関係性の強化、国際協力や国際的な圧力行使、

環境政策の相互影響等も近年急速に増大して

いる。 

こうした問題認識を背景として、日本の環

境問題・運動・政策と、アジア・太平洋地域

のそれとを時系列的かつ関係的に比較分析し

ていく必要性が生じているといえる。 

 
２．研究の目的 

本研究においてめざしたのは、以下の点を

明らかにすることである。 
 第1に、各分野を専門的に調査研究してきた

研究者および研究分担者各自が、自らの研究

テーマならびに研究対象となる環境イシュー

について、その時系列的な位置づけならびに

地理的、国際的な比較や関係性の枠組みの中

に再度位置づけなおして、既往の研究業績の

整理と、必要に応じて新たな現地調査、資料

収集等を行いながら、対象となる日本および

アジア・太平洋地域の環境問題、環境運動、

環境政策の比較環境社会学的視点に立った研

究をめざす。 

 第2に、その際、これまで科研費を用いて整

理分類し、目録(データベース)を作成した飯

島伸子氏の膨大な環境社会学的調査資料を活

用し、また未整理、未活用の資料を上記の観

点から再分析、再分類する。このことは、そ

の多くが飯島氏との共同研究に携わってきた

研究代表者ならびに分担者が、急逝し十分活



用されずに遺されたものも多い飯島氏の貴重

な調査資料を環境社会学界の共有財産として

再活用し、各分野の比較研究の更なる深化を

図ることでもある。 

 第3に、より具体的な最終目標の1つとして、

日本およびアジア・太平洋地域の環境問題、

環境運動等の展開の時系列的比較や、環境問

題の地理的シフト(「公害輸出」や廃棄物の移

動などの「環境負荷の外部転嫁」等)、環境運

動の相互協力や連携の形成、環境政策の相互

影響などを立体的に明らかにすることができ

る、広域的な『環境総合年表』の作成をめざ

す。 

３．研究の方法 

 『環境総合年表』の作成をめざし、分類体

系、データ収集方法について検討した。デー

タについては、日本国内、現地調査対象とす

る諸外国、それ以外の諸外国、廃棄物、エネ

ルギー、地球環境といった環境問題の諸分野

に分割し、データ収集担当を割り振り、文献、

雑誌等、行政や環境運動団体等のウェブサイ

ト、過去の新聞記事のテータベースなどをソ

ースとして収集を重ねた。それらを、トピッ

ク別、領域別、国別に分類し、データソース

の出典を一覧にして、年表形式を整えていっ

た。 

 定性的な比較研究としては、日本国内の調

査対象事例(産業廃棄物問題、公共事業問題、

公害問題、食品公害問題、核燃料サイクル・

再生可能エネルギー問題等)、および海外の

調査対象事例(韓国、中国、台湾、タイ、オ

ーストラリア、アメリカ等)の中で、調査す

べきものを選定し、調査旅費を用いて現地調

査を実施した。各年度、数回の現地調査を実

施し、その結果を研究会で比較検討した。調

査研究の成果は、東アジア環境社会学シンポ

ジウム(日本、2008 年、台湾、2009 年)、国

際社会学会(スウェーデン、2010 年)などで発

表したほか、各研究分担者の論文を編集した

「科研費成果報告書」として刊行した。 
 
４．研究成果 

 近年の経済関係の深化に伴い、資源や

環境負荷の移動の増大、環境運動・NPO

の相互交流等が急速に進むアジア・太平

洋諸国を中心に、広域的な圏域を視野に

納めた環境問題の関係性、普遍性と個別

性、問題の時系列的な展開と空間的、領

域的な関係性やイシューの連関の分析な

どを、｢環境年表｣の作成という形で総合化、

相対化した、比較環境社会学的分析をめざす

という本研究の目的に従い、以下のような研

究を遂行し、成果を残した。 

 本研究の4年間を通して、「環境年表」の作

成のために、新聞記事データベース、文献

資料、各国の環境運動組織や環境関係行

政機関等のウェブサイトなどから収集し

た、環境問題や事件の生起、環境法の制

定や規制の施行、訴訟や判決、経済主体

の動向、環境関係の条約、国際法、国際

機関の動向等のテキストデータを、体系

的かつ有意味な年表形式へと整序するこ

とを試みた。その結果、成果を2010年11

月に『環境総合年表』(すいれん舎刊)と

して上梓した。環境社会学における年表

作成の意義を中心として、2011年6月に開

催される環境社会学会大会で研究報告を

行う予定である。 

 さらに、研究対象である、日本とアジア・

太平洋地域の環境問題や環境運動について

の訂正的、個別的比較研究を進めた。それら

の分析対象は、インドのボパール事件、日米

韓の PRTR 制度比較、アメリカの自然災害と

社会的公正問題、台湾の新幹線騒音問題、中

国の環境問題、アスベスト問題の国際比較、

日本の食品公害問題、リサイクル政策、景観

保全問題等について等である。それらの研究

論文をまとめ、「研究成果報告書」として 2011

年 3 月に刊行した。 
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